「炭素税」肯定側第二立論（メリットの立て直し）


日本は二酸化炭素排出量４位であり、日本がやることは重要。
財団法人　新エネルギー財団
http://www.nef.or.jp/enepolicy/p02.html
「エネルギー消費に伴って発生する二酸化炭素（ＣO2）によって加速化した地球
温暖化は、地球環境の保全に深刻な影響を与えはじめています。日本の二酸化炭素総排
出量は、1998年度で炭素換算3億270万t。アメリカ、中国、ロシアに次いで世界第４位です」



また、日本が導入することで、他国を炭素税導入へ導くべき。
首相官邸ＨＰ　http://www.kantei.go.jp/jp/ondan/1008dai2.html
「地球温暖化問題への国内問題に関する関係審議会合同会議（第２回）議事要旨
経済、産業、環境、技術といった観点からの検討が多いが、温暖化問題は１国の問題で
はなく、地球規模の問題。国際政治、外交の観点が不可欠。今まで日本は様々な分野で
グローバル・スタンダードを受入れてきたが、京都会議は、日本が世界に向けて発進す
るチャンス。日本がリーダーとなって、国際的に守れるグローバル・スタンダードを作
る意気込みで対応すべき。産業界からは批判があろうが、経済成長を犠牲にして
までとは誰も思っていない。この枠の中でどう工夫するかということ」



日本だからこそ炭素税の効果は大きい。
小檜山賢二研究室　ＳＦＣ　ＣＬＩＰ　http://compress.sfc.keio.ac.jp/clip/series
03060602.html
「日本においても２００５年からの炭素税導入が検討されていますが、日本人の
環境に対する意識はヨーロッパ諸国のそれよりだいぶ低いという実態があります。歴史
的な背景、地理的条件が日本とはだいぶ異なるためです。（中略）そんな日本人にとっ
て、炭素税はとても有効な対策です。消費者の立場で考えてみると、おそらく二酸化炭
素を大量に排出する製品を購入することはできるだけ避けるようになるでしょう。お金
がとられてしまいますからね！そうです、日本人はお金のことに敏感なのです！消費税
が３％から５％になったときも嬉しいと思った人はいないでしょう？ 
お金はなるべく節約したい、その意識が炭素税導入の効果をあげるのです」




肯定側第二立論 （デメリットへの反論）
デメリット「経済への打撃と失業の増大」についての反論

１.炭素税の導入は日本の国際競争力を増大させます。
なぜならばその規制により企業は技術革新を推進させるよう努力し、商品を高付
加価値化させるようになるからです。 

湘南環境リサーチ・フォースwebpage(http://www.serfinc.net/paper/wwf_final_j.pdf)
に掲載されている２００１年７月６日発行の文章
「京都議定書批准は経済的損失をもたらすか」（Ｐ２）より資料を引用します。(
引用開始) 
「日本にとって、資源や人口過多などでの各種制約は、むしろ技術革新や制度革
新の推進要因となってきた。(中略)最近の例で見れば、日本の機械産業は、アジアの追
い上げや、先進国のIT革新などに直面して、競争力を維持するために、高付加価値化を
進めてきた。ちなみに、日本機械産業の付加価値率は1986年から1997年にかけて29.6%か
ら37.8%へと約8ポイント向上している。回帰分析を行うと、この変化は技術革新と
エネルギー実質価格の上昇によって説明できることがわかる。つまりエネルギー高
価格化は、相対的にエネルギーを使用しない産業の技術革新を推進し、その結果競争力
を高めるという効果があることがわかる」引用終了


２.また炭素税を導入した場合、むしろ雇用の増大が見込まれると考えられています。

炭素税研究会webpage改提案2002より資料を引用します。
（www5b.biglobe.ne.jp/chage-c/pdf/CarbontaxL3.pdf)
(引用開始)「企業の負担に対しては、雇用者数に応じて一律定額に減税(あるいは社会
保険料の減額)をすれば、企業は、地球温暖化対策を促進する動機付けを得ながら
も、人件費の節約＝雇用の維持・促進とすることができます。同様の考え方で、環境
税改革(環境税の導入と同時に社会保険料における減税)を行っているドイツでは、以下
のような雇用拡大の試算が示されています。(試算1)2000～05年に年間平均７万５千人増
加(６年間で４５万人)/(試算2)2003年には最大で２５万人増加」引用終了
